別記様式第１号(第７条関係)
補　助　金　交　付　申　請　書
　　　　年　　月　　日
　　田野町長　　　　様
申 請 者　住　　所　
団 体 名　
代表者名　　　　　　　　　　　　印
電話番号　
　　　　　年度において、下記のとおり事業を実施したいので、田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第７条の規定により、補助金　　　　　　　　円の交付を申請します。
	1
	補助年度
	　　年度

	2
	補助事業の名称
	　

	3
	補助事業の目的
及び内容
	　

	4
	補助事業の効果
	　

	5
	補助事業の
総事業費
	円
	補助対象経費
	円

	
	
	
	交付申請額
	円

	6
	補助事業の期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	7
	添付書類
	(1)　事業計画書
(2)　収支予算書
(3)　その他町長が必要と認める書類

	8
	備考
	氏名、住所、納税状況について関係機関への照会を承認します。


【特記事項】
私は、田野町各事業補助金交付規則（昭和50年田野町規則第4号。以下「規則」という。）第4条第1項に規定する排除措置対象者に該当する者でないことを誓約するとともに、申請者欄に記載した者（団体又は法人の場合はその構成員すべてを含む。）が同項に規定する排除措置対象者に該当する者でないことを、安芸警察署に照会することに対し、同意のうえで申請するものです。
別記様式第１号(添付書類(１))
	事業計画書
（具体的な内容、事業実施予定日等を記入してください。）



別記様式第１号(添付書類(２))
収支予算書
　(収入の部)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	区　　分
	予算額
	備　　　　考

	町 補 助 金
	　
	　

	自 主 財 源
	　
	　

	そ　の　他
	　
	　

	計
	　
	　
　


　(支出の部)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	区　　分
	予算額
	説明

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	計
	　
	　
　


　　上記は原本と相違ないことを証明する。
　　
　　　　　　年　　月　　日
申請団体名　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　印
別記様式第２号(第８条関係)
　　　　第　　　　号
　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
田野町長　　　　　　　　　　　　
補助金交付決定通知書
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった補助金の交付については、次のとおり決定
したので、田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第８条により通知します。
	1
	補助金交付年度
	　　年度

	2
	補助事業の名称
	　

	3
	補助金交付決定額
	円　　

	4
	補助事業の内容及び条件
	　


　　　附帯事項
　1　田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱に基づき町が補助事業の遂行状況の調査を行い、補助金の目的外使用及び交付決定の内容条件に適合しない場合は、補助金の指令を取消し返還を命じるものとする。
　2　田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱に基づき補助事業者は、当該補助事業に係る収入及び支出に関する帳簿並びに収入及び支出を証する書類(領収書等)を整備し、保管しなければならない。(実績報告時に提出すること。)
　3　田野町の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則第２条第２項第５号に規定する排除措置対象者と認めた場合は、当該補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。
別記様式第３号(第１０条関係)
補　助　金　変　更　交　付　申　請　書
　　　　年　　月　　日
　　田野町長　　　　様
申 請 者　住　　所　
団 体 名　
代表者名　　　　　　　　　　　　印
電話番号　
　　　　　年　　月　　日付け第　　　号により補助金交付決定通知のあった補助事業について、事業計画を下記のとおり変更したいので、田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第１０条第１項第１号の規定により、変更交付申請します。
	1
	補助事業の名称
	　

	2
	変更後の補助金交付申請額
	既交付決定額
	円　

	
	
	変更後の申請額
	円　

	
	
	差引増減額
	円　

	3
	変更申請の項目及び内容
	　

	4
	添付書類
	(1)　事業計画書(変更後)
(2)　収支予算書(変更後)

	5
	備考
	　


別記様式第３号(添付書類(１)
	事　　業　　計　　画　　書　（変更後）
（具体的な内容、事業実施予定日を記入してください。）


別記様式第３号(添付書類(２))
収　　支　　予　　算　　書　（変更後）
　(収入の部)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	区　　分
	予算額
	備　　　　考

	町 補 助 金
	　
	　

	自 主 財 源
	　
	　

	そ　の　他
	　
	　

	計
	　
	　
　


　(支出の部)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	区　　分
	予算額
	説明

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	　
	　
	　
　

	計
	　
	　
　


　　
上記は原本と相違ないことを証明する。
　　
　　　　　　年　　月　　日
申請団体名　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　印
別記様式第４号(第１０条関係)
補助事業中止(廃止)承認申請書
年　　月　　日
　　田野町長　　　　様
申請者　住所　田野町　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　印
電話番号　　　　　　　　　　
　　　　　　年　　月　　日付け第　　　号により補助金の交付決定を受けた補助事業　について、次のとおり中止(廃止)したいので、田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第１０条第１項第２号の規定により承認を申請します。
	1
	補助事業等の名称
	　

	2
	中止(廃止)の時期
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	3
	中止(廃止)の理由
	

	4
	備考
	　


別記様式第５号(第１０条関係)
補助金変更交付決定通知書
　　　　第　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
田野町長　　　　　　　　　　　　   
　　　　 　 年　 　 月　 　 日付け第　　 　　号により交付決定した補助金について、次のとおり変更交付決定したので、田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第１０条第２項の規定により通知します。
	1　補助事業の名称
	　

	2　変更後の補助金交付決定額
	交付決定額(変更前)
	　　　　　　　　円

	
	変更申請額
	　　　　　　　　円

	
	変更交付決定額
	　　　　　　　　円

	3　変更項目及び内容
	　

	4　補助事業実績報告書提出期限
	　　　　　年　　　月　　　日までに提出


附帯事項
1　田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱に基づき町が補助事業の遂行状況の調査を行い、補助金の目的外使用及び交付決定の内容条件に適合しない場合は、補助金の指令を取消し返還を命じるものとする。
2　田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱に基づき補助事業者は、当該補助事業に係る収入及び支出に関する帳簿並びに収入及び支出を証する書類(領収書等)を整備し、保管しなければならない。(実績報告時に提出すること。)
3　田野町の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則第２条第２項第５号に規定する排除措置対象者と認めた場合は、当該補助金の交付の決定の全部又は一部を取り
消すものとする。
別記様式第６号(第１０条関係)
補助事業中止(廃止)承認通知書
　　　　第　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
田野町長　　　　　　　　　　  
　　  　年　　月　　日付け第　　　号により交付決定した補助金について、次のとおり中止(廃止)を承認したので、田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第１０条第２項の規定により通知します。
	1　補助事業の名称
	　

	2　中止(廃止)の時期
	　　　　　　年　　月　　日

	3　備考
	　


別記様式第７号(第１１条関係)
補　助　金　実　績　報　告　書
　　　　年　　月　　日
　　田野町長　　　　様
事 業 者　住　　所　
団 体 名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号　
　　　　　年　　月　　日付け第　 　　号により補助金の交付決定を受けた補助事業について、田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第１１条の規定により、次のとおり関係書類を添えて事業実績を報告します。
	1
	補助事業の名称
	　

	2
	補助金交付決定額
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	3
	補助事業の目的
	　

	4
	補助事業の期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	5
	補助事業の内容及び効果
	　

	6
	添付書類
	(1)　事業に係る領収書の写し
(2)　実施した事業の内容を確認できる書類
(3)　その他町長が必要と認める書類

	7
	備考
	　


別記様式第７号(添付書類(１))
	事業実績調書


別記様式第７号(添付書類(２))
収支精算書
　(収入の部)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	区　　分
	予算額
	実績精算額
	説明

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	計
	　
	　
	　


　(支出の部)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	区　　分
	予算額
	実績精算額
	説明

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	計
	　
	　
	　


　　上記は原本と相違ないことを証明する。
　　　　　　年　　月　　日
事業者名　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　印
別記様式第８号(第１２条関係)
第　　　　号
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
田野町長　　　　　　　　　　　　 
　　補　助　金　確　定　通　知　書
　　　　　年　　月　　日付けで実績報告のあった田野町特産品開発支援事業費補助金については、田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第１２条の規定により、下記のとおり補助金額を確定したので通知します。
記
１　補助事業の名称　　　　　 
２　補助金の交付確定額　　　　　　　　　　　
別記様式第９号(第１３条関係)
補助金請求書
　　　年　　月　　日
　　田野町長　　　　様
申 請 者　住　　所　
団 体 名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号　
　下記のとおり補助金を交付されるよう、田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第１３条の規定により請求します。
	1
	補助事業の名称
	　

	2
	交付請求額
	　　　　　　　　円

	3
	交付指令番号
	田野町指令　　　　　　第　　　　　号

	4
	交付指令日
	　　　　　　年　　月　　日

	5
	交付種別
	確定(精算)交付・概算交付(第　　　回)

	6
	交付額の合計
	今回の交付請求額
	円　

	
	
	交付済額
	　円　

	
	
	交付額合計
	円　


別記様式第１０号(第１４条関係)
　　　　第　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
田野町長　　　　　　　　　　 
補助金交付決定取消通知書兼返還命令書
　　　　　　年　　月　　日付け第　　　　号で通知した補助金の交付決定については、次のとおり取消します。
　　また、すでに交付を受けている補助金については、次のとおり返還してください。
	1
	補助金交付年度
	　　　　　　　年度

	2
	補助事業等の名称
	　

	3
	交付決定済額
	円　　　　　　　

	4
	取消しの根拠
	　田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱
第14条第1項第　　　　号

	5
	取消しの理由
	　

	6
	補助金の返還
	　田野町指令　　　　　第　　　　　号

	
	
	　この取消しにより、すでに交付している補助金について、次のとおり返還してください。

	
	
	返還の根拠
	

	
	
	返還金額
	円　

	
	
	返還期日
	年　　　月　　　日

	
	
	返還方法
	添付の納入通知書による。


別記様式第１１号(第１６条関係)
特産品販売状況等報告書
　　　　年　　月　　日
　　田野町長　　　　様
　住　　所　
団 体 名　
代表者名　　　　　　　　　　　　印
電話番号　
年度において補助金の交付を受けた下記の商品について、田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第１６条の規定により、販売状況等を報告します。
記
１．販売状況等
	1
	補助年度
	　　　　　年度

	2
	補助対象事業
	　（　　　）機器等購入事業
　（　　　）パッケージ事業
　（　　　）開発・分析事業

	3
	対象商品名
	

	4
	集計期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	5
	販売数
	

	6
	売上金額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	7
	販売状況・販路等
	


２．購入機器の利用状況　※機器等購入事業活用の場合のみ記載※
	1
	機器名
	

	2
	チェック項目
	（　　）田野町特産品開発支援事業費補助金交付要綱第17条第1項の規定に基づいた運用を行っているか。


別記様式第１２号様式（第１７条関係）
取得財産等管理台帳（　　　　年度）
補助金名： 田野町特産品開発支援事業費補助金
事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	区　分
	財産を取
得した者
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得
年月日
	保管場所
	県補助率
	備　考

	財産名
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	


（注）１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が50万円を超えるものとします。
２　「事業名」欄は、補助金の交付の申請を行った事業名称を記入してください。
３　「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してください。
　　　４　「取得年月日」欄は、検査を行う場合は、検収年月日を記入してください。
５　取得財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。
